
2024年度行政事業レビューシート 復興庁

③福島再生加速化交付金（長期避難者生活拠点形成）

基本情報

組織情報 府省庁 復興庁

事業所管課室 復興庁 | 制度班

作成責任者 増田久和

その他担当組織

復興庁 | 調査・調整班
厚生労働省 | 老健局 | 認知症施策・地域介護推進課 | 予算係
復興庁 | 法制班
農林水産省 | 大臣官房
復興庁 | 地方創生・万博班
国土交通省 | 大臣官房
環境省 | 環境再生・資源循環局
内閣府 | 本務所属（その他の組織）
復興庁 | 交付金班
文部科学省 | 大臣官房
復興庁 | 農林水産班
復興庁 | 国会班
厚生労働省 | 老健局 | 認知症施策・地域介護推進課
原子力規制委員会 | 原子力規制庁
農林水産省 | 農村振興局
水産庁 | 漁港漁場整備部
総務省 | 情報流通行政局
経済産業省 | 大臣官房福島復興推進G
復興庁 | 原子力災害復興班
国土交通省 | 住宅局
こども家庭庁 | 成育局
警察庁 | 警察庁 | 交通局 | 交通規制課
復興庁 | 原子力災害復興班 | 加速化交付金担当

基本情報 予算事業ID 018661 事業開始年度 2013 事業終了（予定）年度 2025

事業年度 2024 事業区分 前年度事業



政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

復興庁 復興施策の推進 （２）原子力災害からの復興に係る施策の推進
https://www.reconstruction.g
o.jp/topics/main-
cat12/seisaku/000656.html

関連事業 親事業: 500:福島再生加速化交付金
基金造成した基金シート: 18072:福島再生加速化交付金（長期避難者生活拠点形成）

主要経費 その他の事項経費

概要・目的

事業の目的

原発事故によって長期にわたり避難を強いられた方々に対し、災害公営住宅等の生活拠点を整備し、避難先で安定的な生活を送ることができるよう支援す
るもの。
災害公営住宅の整備を中心に、関連して必要となるインフラ整備やソフト施策を一体的に実施することにより、長期避難者のための生活拠点の形成を促進
する。

現状・課題
長期避難者向けの災害公営住宅(以下、復興公営住宅)については、計画戸数4,890戸のうち、平成30年度末までに、4,767戸の整備が完了。
近年の主な交付対象事業は、災害公営住宅家賃低廉化事業、東日本大震災特別家賃低減事業、被災者生活支援事業となっている。
整備済みの復興公営住宅については、被災者の退去等により空き住戸が発生しており、福島県において空き住戸対策の取組、更なる活用方策を検討中。

事業の概要

災害公営住宅整備等の「生活拠点事業」を必須とし、災害公営住宅の整備等に伴って必要となるインフラ整備やソフト施策等の「関連基盤整備等事業」を
選択的に実施。
「生活拠点事業」
　・災害公営住宅整備　
　・災害公営住宅家賃低廉化事業　等
「関連基盤整備等事業」
　・道路事業
　・被災者生活支援事業　等

事業概要URL https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-17/sub-cat1-17-1/20170626_fukushimasaiseikasoku_choukihinansya_gaiyou.pdf

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

福島復興再生特別措置法 平成二十四年法律第二十五号 第三十四条 -- --

福島復興再生特別措置法 平成二十四年法律第二十五号 第四十六条 -- --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

福島再生加速化交付金制度要綱、実施要綱、交付要綱 https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-17/

実施方法 交付

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

交付対象項目や交付対象項目内の各事業等に応じ設定
交付対象項目や交付対象項目内の各
事業等に応じ設定

交付対象項目や交付対象項目内の各
事業等に応じ設定

https://www.reconstruction.go.jp/to
pics/main-cat1/sub-cat1-17/

備考 --



予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2024 2025

要求額 -- --

当初予算 -- --

補正予算 -- --

前年度から繰越し -- --

予備費等 -- --

計 0 0

執行額 -- --

執行率 -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

特別会計 東日本大震災復興 -- -- --

主な増減理由 -- その他特記事項 --



効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム ⻑期アウトカム

41: 長期アウトカム

長期避難者の安定的な生活の支
援

1: アクティビティ

長期避難者向けの災害公営住宅
等の整備等の支援。

21: 短期アウトカム

長期避難者への安定的な住居の
提供

11: アウトプット

災害公営住宅の整備等による長
期避難者の安定的な生活の支援



アクティビティからの発現経路 1-11-21-41

アクティビティ 長期避難者向けの災害公営住宅等の整備等の支援。

アウトプット
活動目標 災害公営住宅の整備等による長期避難者の安定的な生活の支援 活動指標

整備済み戸数
※災害公営住宅は整備済戸数で入居需要を満たしたことから整
備完了

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
成果実績及び目標値の
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

当初見込み∕目標値(戸) -- -- -- --

活動実績∕成果実績(戸) 4,767 4,767 4,767 --

後続アウトカム
へのつながり

--

短期アウトカム 成果目標 長期避難者への安定的な住居の提供 成果指標 整備した災害公営住宅の入居募集倍率

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
成果実績及び目標値の
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

福島県生活拠点課集計データ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2021年度 2022年度 2023年度 目標年度
2024年度

当初見込み∕目標値(倍) 1 1 1 1

活動実績∕成果実績(倍) 0.089 0.09 0.13 --

達成率(%) 1,122.1 1,103.2 769 --

後続アウトカム
へのつながり

--



長期アウトカム 成果目標 長期避難者の安定的な生活の支援 成果指標
要件を満たす災害公営住宅入居者への家賃補助実施割合（補助
実施世帯数/対象世帯数）

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
成果実績及び目標値の
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2021年度 2022年度 2023年度 最終目標年度
2024年度

当初見込み∕目標値(%) 100 100 100 100

活動実績∕成果実績(%) 100 100 100 --

達成率(%) 100 100 100 --

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --



点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果

「「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和３年３月９日閣議決定。６年３月１９日改訂）において、「福島の復
興・再生には中長期的な対応が必要であり、第２期復興・創生期間以降も引き続き国が前面に立って取り組む。こうした状況に鑑み、当面10年間、復興の
ステージが進むにつれて生じる新たな課題や多様なニーズにきめ細かく対応しつつ、本格的な復興・再生に向けた取組を行う」等とされており、この復興基
本方針等を踏まえ、引き続き、福島再生加速化交付金により、長期避難者家賃低廉と低所得者向けの家賃低減の支援を行う。
被災者生活支援事業については関係自治体と事業終了及び基金返納に向けた協議調整を進める必要がある。

目標年度における効果
測定に関する評価

--

改善の方向性
長期避難者家賃低廉と家賃低減は引き続き、自治体の事業計画の策定支援等を行うとともに、事業計画の募集を途切れなく行い、予算の着実な執行を図っ
ていく。
被災者生活支援事業については終了の基準を作成し達成次第事業の終了と基金の返納を行う。

外部有識者によ
る点検

点検対象 -- 最終実施年度 --

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 事業内容の一部改善 詳細
本事業のニーズを的確に把握し、適切な予算規模の適正化を図り、予算の効
果的・効率的な執行に努めること。

所見を踏まえた
改善点∕概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 現状通り

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細
所見を踏まえ、各自治体と密に連携を取りながら事業の進捗状況やニーズ等を把握し、事業の中の一部のメニューの改廃、事業実施方法や執行方法の一部
の改善等を検討しつつ、予算規模の適正化を図り、予算の効果的・効率的な執行に努める。

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項 --



支出先
資金の流れ

移替

復興庁

4,962,577 千円

A. 国土交通省

4,962,577 千円

B. 地方公共団体（１５市
町村）

4,962,577 千円



支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 国土交通省 4,962,577 -- --

支出先名 支出額 法人番号

いわき市 1,925,052 9000020072044

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

いわき市生活拠点形成事業
補助金等交付 

1,925,052 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

南相馬市 791,098 2000020072125

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

南相馬市生活拠点形成事業
補助金等交付 

791,098 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

郡山市 538,855 9000020072036

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

郡山市生活拠点形成事業
補助金等交付 

538,855 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

福島市 535,103 1000020072010

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

福島市生活拠点形成事業
補助金等交付 

535,103 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

二本松市 368,427 2000020072109

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由



二本松市生活拠点形成事業
補助金等交付 

368,427 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

三春町 190,416 8000020075213

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

三春町生活拠点形成事業
補助金等交付 

190,416 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

川俣町 135,829 9000020073083

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

川俣町生活拠点形成事業
補助金等交付 

135,829 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

会津若松市 107,237 9000020072028

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

会津若松市生活拠点形成事業
補助金等交付 

107,237 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

本宮市 86,612 2000020072141

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

本宮市生活拠点形成事業
補助金等交付 

86,612 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

広野町 64,831 1000020075418

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

広野町生活拠点形成事業
補助金等交付 

64,831 -- -- --



支出先名 支出額 法人番号

大玉村 60,912 4000020073229

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

大玉村生活拠点形成事業
補助金等交付 

60,912 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

桑折町 60,692 2000020073016

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

桑折町生活拠点形成事業
補助金等交付 

60,692 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

白河市 48,866 9000020072052

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

白河市生活拠点形成事業
補助金等交付 

48,866 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

田村市 27,370 2000020072117

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

田村市生活拠点形成事業
補助金等交付 

27,370 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

川内村 21,277 1000020075442

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

川内村生活拠点形成事業
補助金等交付 

21,277 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割



B 地方公共団体（１５市町村） 4,962,577 -- --

支出先名 支出額 法人番号

地方公共団体（１５市町村） 4,962,577 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札・随契理由

生活拠点形成事業
補助金等交付 

4,962,577 -- -- --

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

B 地方公共団体（１５市町村） 生活拠点形成事業 補助金 補助事業の実施 --

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --



その他備考

--


